
 資料１０ 

○概 要 

対 象 者 自動車関連産業への参入・拡大を目指す地場企業の従業員（在職者） 

定   員 ５人以上（１社でも可） 

実 施 場 所 高等技術専門学院又は事業所等 

講習時間数 １研修当たり１２時間以上（４日×３時間：標準） 

受 講 料 一人当たり１万円（テキスト代、資材費等を含む。） 

○研修内容例 

研修分野 内         容 

全   般 ・品質管理／ＱＣ活動 等 

機 械 系 ・機械加工分野／汎用機械等 

・機械設計／ＣＡＤ応用技術等 

・測定分野／各種測定法等 

・機械保全分野 等 

金 属 系 ・各種溶接技法／ガス溶接、アーク溶接、 

ＴＩＧ溶接 等 

電 気 系 ・電気工学基礎／電気理論、関連法規 

・制御系分野／ＰＬＣ（シーケンス制御） 

・電気保全分野 等 

○実施スキーム 

 

 

 

○実施までの流れ 

・企業は希望する研修の内容、実施時期、受講予定人数などを 

              北海道（人材育成課、高等技専）に相談   

 

・北海道（人材育成課、高等技専）は企業と打ち合わせを行い、 

研修内容、研修時期、テキスト、資材費等を設定し、企業に 

提案 

 

                   

 

 

 

申込みはコチラ→http://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/jzi/zidousya.htm 

自動車関連産業人材育成事業～ご案内～ 

企業より研修の相談 

 

研修内容の設定 

  研修の実施 

研修の終了 

地 場 企 業 北海道（人材育成課、高等技術専門学院） 

研修要望 

研修の実施 

ニーズに応じた 

研修のコーディネート 

・指導員派遣又は外部講師依頼 

・会場提供 等  

・受講料負担 

（テキスト代、資材費等の実費一部） 

     費用負担 

～オーダーメイド型研修～ 

・地場企業の研修ニーズの把握 

・地場企業の望む研修カリキュラム 

の作成 

・研修実施のための関係機関との 

調整 

 

講師：産業支援機関、 

大学・研究機関等へ依頼 

問い合わせ： 

北海道経済部労働局人材育成課産業人材グループ 

Tel：011(204)5098／Fax：011(232)1044 （担当：中村） 

e-mail:nakamura.takuji@pref.hokkaido.lg.jp 

http://www.pref.hokkaido.lg.jp/kz/jzi/zidousya.htm


（参考研修例） 

 

研修名 測定技術（機械系） 

研修目標 測定の基礎及び測定器の使い方を習得する 

研修期間 ６月○日～１０月○日 （月１回、各６時間） 

研修時間 ３０時間（６時間×５日） 

研修定員 ５名 テキスト 測定器の取扱い基礎（測定工具編） 

研修場所 株式会社 ○○ 工場内 

  時間 研修項目 研修内容 講師 

 

第

１

回 

学科  ２ 測定の概念 精密測定、測定と検査、長さの基準、

角度の基準 

測定器の特徴 

産業支援機関 

 講師 ○○ 

実技  ４ 基本的測定に

よる測定Ⅰ 

Ｒゲージ、ピンゲージ、ゲージブロ

ック、ノギス、マイクロメータの使

用法・ 

 

第

２

回 

実技  ４ 基本的測定に

よる測定Ⅱ 

ハイトゲージ、ダイヤルゲージ、デ

ジマチックインジゲージほかの使用

法 

実技  

 ２ 

測定基準具及

び補助具の使

い方 

測定基準具の概要 

測定用基準具・補助具 

第

３

回 

学科  

２ 

三次元測定器

の基礎 

三次元測定器の特性、 

三次元測定器の使用方法 

三次元測定器 

メーカー 

講師 ○○ 実技  

４ 

三次元測定器

による実測 

 

三次元測定器によるサンプルの実測 

第

４

回 

学科 ２  

ＣＡＤ応用Ⅰ 

記号の作成と登録 産業支援機関 

 講師 ○○ 

 

実技  ４ 登録図形の挿入、更新、演習課題 

第

５

回 

学科 ２ Ｃ

ＣＡＤ応用Ⅱ 

異尺度図面の作成方法 

実技  ４ 異尺度図面の演習課題 

合 計 ３０    

 （参考経費） 

  総研修費  ３００，０００円  講師謝金 200,000 円 

                講師旅費  50,000 円 

                ﾃｷｽﾄ代   17,500 円 

                機器使用料 32,500 円 

事業主負担  ５０，０００円（５人×１０，０００円） 

道・国負担 ２５０，０００円 

 

＊ ５名は、１社の従業員でなくても可。職業訓練のため全時間受講が原則。 

講師は、各技専や産業支援機関、先進企業、研究機関、大学等に依頼が可能。 

講師の手配、日程調整、謝金の支払い、カリキュラムの調整は道が実施。 


